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映画館における障がい者の方への対応

はじめに

大阪興行協会は、昭和３３年に環境衛生業（現生活衛生業）を営む組合として厚生省（現厚生労働省）に認可された団体です。

現在の組合員は、映画館２００劇場と演劇・貸館ホール１０劇場の合計２１０劇場で組織されています。

２０１５年の映画人口は、１億６千１００万人で興行収入は、２０７０億円でした。なお、大阪のシェアーは動員・興行収入とも凡そ１０％ほどです。

営業の業態
シネコン　

同一建物内に５スクリーン以上のスクリーン数と出札・売店・もぎりなどが一箇所に纏まった構造の映画館をシネコンと呼びます。
発祥はアメリカで１９８０年代に台頭、大阪は１９９３年にワーナーマイカルが東岸和田で開業しました。

現在は大阪府下に１９施設１８２スクリーンがあり、そのうち１６施設は全国系列の興行会社が運営しています。

邦画・洋画に加え、スポーツ中継をはじめ、演劇・ライブを全館デジタルで上映しています。館内は一部の劇場を除きバリアフリー化されています。
なお、この秋にエキスポランドと四條畷に新館がオープンします。

単館系

ミニシアターとも呼ばれ、主に芸術性の高い作品やヨーロッパやアジアの映画を公開します。

地方都市で公開されない作品が多く、観客は広範囲から来場します。

５劇場１０スクリーンが全館デジタルで営業しています。建物が老朽化となり、バリアフリー化は進んでいません。

一般館

映画全盛の昭和３０年代から営業する映画館です。

８劇場中５劇場はフィルムで成人映画を上映しています。３劇場はデジタル映写機を近年導入しました。

建物は老朽化しておりバリアフリー化への設備投資に余力が無いのが実状です。
階段の多い劇場での問題点

一般館での車椅子で来館のお客様の対応は、障がい者の方に施設の現状を見てもらい、さらに従業員の高齢によるお手伝いが出来ない旨を理解していただいています。映画鑑賞が出来ずにお帰りいただくことは、申し訳なく思います。
障がいを理由にお断りをしていませんので、付き添いがあれば入場可能です。

単館系と一般館の設備改善策

厳しい経営状況の中で、設備投資は難題ですがデジタル映写機が一巡した今日、
トイレの改修をはじめ設備改善の費用として、㈱日本政策金融公庫の融資活用を勧めて参ります。（ただし成人映画館は規程により融資対象外）

また、大阪府生活衛生営業指導センターや大阪商工会議所にも相談します。
お客様からの苦情やご意見について
障がい者の方から
　「車椅子席専用席の場所が観にくい位置にある」
（応え）お客様の安全面を考慮して客席ドアと通路に近い場所になっていますが、一般席での鑑賞も可能です。スタッフにお申し出ください。
　「身障者専用のトイレが客席から遠い」
　「場所が分かりにくい」
　「健常者の利用は控えて欲しい」
　（応え）トイレの場所と表示は重要な課題と認識しており、分かり易いサイ
　　　　　ンを研究します。利用は健常者共用でご理解をお願いします。
　「混雑時は身障者専用のチケットブースを設けて欲しい」
　（応え）劇場スタッフにお申し出ください。

　「身障者の証明書を事務的に求められた」
　「チケット購入時に障害者手帳のページを入念にチェックされ不快であった」
　（応え）お客様には笑顔で丁寧な応対が必要でご不快感を与えたのは反省です。朝礼で接遇の基本動作を確認します。
　「日本語字幕版と音声ガイド付の上映作品を増やして欲しい」
　「上映日数も増やして欲しい」
　（応え）制作・配給・興行の映画業界の課題として前向きに取り組んで参ります。
　健常者よりの苦情と意見の内容

　お客様からの苦情の多い内容は
　１位「鑑賞マナー」　２位「空調に関して」　３位「従業員の接客態度」　

４位「混雑時の対応」　５位「販売システムに関して」

これらの苦情はサービス業にとってサービス改善のヒントとなります。
全てのお客様に対する苦情やご意見に対する対応
ある興行会社の事例
全国から寄せられた苦情やご意見は、興行会社本社の「お客様サービス室」　
で集約しています。同時に全国の劇場管理者にネットで通知され、情報を共有化しています。

寄せられた案件は、接遇・鑑賞マナー・設備・コンプライアンスなどに仕分けられ、時に弁護士や建築士も加わり対処の方策を検討します。

爾後にマニュアル化を図り、従業員教育の教材となり事故の防止に繋げています。
事故の防止と相談窓口
映画業界を挙げての犯罪防止策

海賊版などの違法映画の防止策として、本編の上映前に「ＮＯ　ＭＯＲＥ　映画泥棒」を全館で上映しています。

この取り組みより違法は激減しましたが、それでも昨年は５０件ありました。

組合員を自主規制指導員に委嘱して、府下映画館の巡回と監視を行っています。青少年健全育成条例に基づいての入場制限と映画倫理委員会が定めた鑑賞制限の遵守を指導しています。
劇場間のクロスチェック

同社系列の劇場スタッフがスニークで相互の劇場をチェックする制度です。
主に接客態度や安全性、美化、衛生管理などを評価する。

他社の劇場を評価して自社に活かしています。

始業点検

開場前の作業として、映写機をはじめとする設備の点検や朝礼による注意事項
応対用語の復唱は、全スクリーンで実施しています。

紛争の相談窓口

現状は企業内で解決しています。時に顧問弁護士に相談します。
行政を通じての相談実績はありません。

バリアフリー映画について　＜別紙参照＞

現状

全米ではメジャー映画の殆どで「聴覚障がい者のための字幕解説」と「視覚
障がい者のための音声解説」が提供されています。

２０１４年に日本で公開された邦画は６１５本で、うち日本語字幕付は６６本、
音声ガイド付は６本でした。

『２年前に「障がい者の藝術文化振興議員連盟」が設立され、本年度からの実証実験によるマニュアルを作成します。

映画業界として対応にまだまだ多くの課題があります』（全興連　大藏会長談）

大阪で最近上映されたバリアフリー映画
「海街ＤＩＡＲＹ」東宝配給　ＴＯＨＯシネマズ梅田で上映　
７月５日から８日まで字幕版・７月６日は音声ガイド版を一日一回上映
入場者数５日　７４人（当日３８２人中）　６日　７人（１０５人）
　　　７日　　１人（１３６人）　　　　８日　７人（１２０人）

「愛を積むひと」松竹配給　大阪ステーションシティシネマで上映

７月１１日の１２時５分の回は、字幕付と音声ガイド付を上映
　　　入場者数　　４２人（当日２３８人中）　

７月１２日の１１時５５分の回は、字幕版のみ

　　　入場者数　　１０人（１２０人）
その他、劇場が入場を拒否する事例
条例による区分と業界の自主規制による区分で入場をお断りします。
対象は危険物の持ち込み、泥酔者、病人
退場または注意する事例

対象は迷惑行為、盗撮、
まとめ
映画館におけるバリアフリーはサービス業としてまだまだ不十分です。今般皆様方に映画館の現状を知っていただき、ご意見やアドバイスを頂戴できれば、大変ありがたく思います。

各劇場支配人はじめ大阪興行協会にお寄せ下さい。

また、私共も今後ご相談させていただく案件もあるかと思いますが、その節は何卒よろしくお願い申し上げます。

別紙

平成27年7月15日

映画館における「バリアフリー上映」について

　平成25年6月に成立した「障害者差別解消法」、平成26年1月に批准された国連の障害者権利条約の趣旨を踏まえ、平成25年4月に超党派の国会議員による「障害者の芸術文化振興議員連盟」（会長：衛藤晟一自民党参議院議員）が設立されました。

　過去2回（第1回目：平成27年1月23日、第2回目：平成27年2月20日）にわたり、バリアフリー対応に向けた障害者の視聴環境の在り方に関する有識者会議（障害者団体、映画団体、社会福祉法人、大学教授、厚生省、文化庁、経済産業省等の関係者が出席）が行われました。

　平成28年4月1日の「障害者差別解消法」施行に向け、省庁より委嘱を受けたＮＰＯ法人（メディア・アクセス・サポートセンター）が核となり実施に向けた作業が進められております。

　別表は平成27年6月9日現在のスケジュール表です。

　今年は、「映画のバリアフリー化に向けた実証実験」の年で、文化庁を含め各省庁より総額4,700万円の予算を獲得、全国3か所のシネコンの協力を得て「視聴覚障害者への利用の手引き」「映画館用マニュアル」が作成されます。
　9月、10月、11月の劇場の実証実験を経て、平成28年2月or3月にはマニュアル説明会の実施、各劇場へのマニュアル配布予定となっております。
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